
〒162-0808　東京都新宿区天神町8　　神楽坂Ｕビル4階

福祉はぐくみ企業年金基金　御中

　 加入者番号

脱退一時金の

受取方法選択書

脱退一時金

裁定請求書
加入者証

運転免許証両面の写し

住民票または戸籍抄本

(原本・3ヶ月以内)

振込先金融機関

の通帳の写し

退職所得の受給に

関する申告書/

退職所得申告書

退職所得の

源泉徴収票

（写し）

脱退一時金

繰下げ

申出書

脱退一時金受取 □ □ □ □ □ □ □

企業年金連合会へ移換

就職先制度へ移換

（DB/DC）※1

iDeCoへ移換

脱退一時金受取 □ □ □ □ □

繰下げ

(受取らず運用継続)
□ □

※1　移換先制度の規約において、当基金から移換を受けることができると規定されている場合に限ります。

※2　同年度（1/1～12/31）中に他の退職手当等の支払いを受けた方のみ必要です。

□ 加入者資格喪失届は提出済みですか。（未提出の場合、合わせて送付ください。）

□ 必要書類は全てお揃いですか。　※書類の不備・不足があった場合、お手続きが遅れます。

□ 申出日の記入漏れはございませんか。

□ 添付の住民票・戸籍抄本【原本】は申出日から3ヶ月以内ですか。

□ 裁定請求書の口座名義人の記入漏れはございませんか。（ご本人の口座のみ）

【封入前にご確認ください】

給付金受取時　必要書類チェックシート

書類送付前にこのチェックリストでご確認ください。

（このチェックリストを届出書類に添付ください。）

事業所番号

退

職

時

休

職

時

必要書類・手続き等につきましては事務局にお問合せください。

必要書類

受取方法

1

2

3

4

5

6

※2



脱退一時金受給にあたってのご案内

福祉はぐくみ企業年金基金

　当基金を脱退された場合には、当基金の脱退一時金の受給権を得られます。この場合、直ちに当基金より脱退一時金として給付

を受けることもできますし、脱退一時金相当額を他の制度等へ移換して、将来通算した形で給付を受けることなどもできます。

　また、休職等の場合には、休職等が終了するまで支給を繰下げ、復帰後の給付と通算することができます。

　下記の説明をお読みいただき、どのパターンを選択されるかを、別添の「選択書」に記入し当基金に提出してください。

1.脱退一時金の選択肢 下記から選択してください。 <<別添の「選択書」を提出してください。>>

なお、一旦、脱退一時金での受給を選択しますと、その後、企業年金連合会への移換への選択変更はできま
せん。
また、企業年金連合会へ移換するまでの間は予定利率は付利されませんのでご注意ください。

(１)脱退一時金として直ちに受給する。

(２)休職等が終了するまで、脱退一時金の支給を繰下げる。（復帰後の給付と通算する。）

(３)企業年金連合会へ通算企業年金の原資として移換する。

(４)就職先の企業が実施している確定給付企業年金(DB)へ移換する。

(５)就職先の企業が実施している企業型確定拠出年金(企業型DC)へ移換する。

(６)個人型確定拠出年金(個人型DC)の加入者となって国民年金基金連合会へ移換する。

2.移換申出期限 企業年金連合会や国民年金基金連合会へ移換する場合は、当基金の喪失日から1年を経過する日までとなりま
す。なお、再就職先の企業(事業所)が実施する確定給付企業年金または、企業型確定拠出年金への移換申出
期限につきましては、再就職先へご確認ください。

3.税務上の取り扱い 退職にともなう脱退一時金受給については、退職所得扱いとなり退職所得控除が適用されます。

なお、退職にともなわない場合は、一時所得扱いとなります。

4.企業年金連合会の 企業年金の年金通算センターとして、企業年金連合会へ原資を移換することにより下表の通算企業年金の給
付を受けることができます。制度概要、手数料、

連絡先
予定利率 企業年金連合会が移換を受けた時の年齢に応じて0.50％～1.50％

 支給開始年齢 65歳。ただし、厚生年金と同様の経過措置あり。

80歳に達するまでの期間。なお、脱退一時金相当額の移換が65歳以降に行われた場合
は、受換時年齢に応じて保証期間が逓減される。

 保証期間

事務費 脱退一時金相当額から受換時に一括控除。
(平成30年4月現在)

事務費 [上限34,100円]　＝　定額事務費［1,100円］＋定率事務費［上限33,000円］

○連絡先　　企業年金連合会コールセンター

電話：0570-02-2666　　ホームページ：https://www.pfa.or.jp/

5.国民年金基金連合会 国民年金基金連合会が運営する個人型確定拠出年金に原資を移換することができます。
の制度概要、手数料、
連絡先 選択した運用関連運営管理機関から選定・提示された運用商品に関する情報をうけて

自己責任で運用商品を選択
運用

給付 老齢給付金、障害給付金、死亡一時金、脱退一時金

支給開始年齢 原則60歳。ただし、加入期間が短い場合は61歳～65歳。

事務費 加入・移換時：初回の掛金の内から2,777円
(平成30年4月現在) その後：毎月の掛金の内から103円

（その他、運営管理機関、事務委託先金融機関が徴収する手数料があり、それぞれ　
が定めるところにより負担）

○連絡先　国民年金基金連合会コールセンター

電話：0570-086-105　ホームページ（iDeCo公式サイト）：https://www.ideco-koushiki.jp/



福祉はぐくみ企業年金基金　脱退一時金の受取方法選択書

(フリガナ)

姓(漢字) 名(漢字)

脱退一時金の受取方法　選択肢

脱退一時金として受給する。

企業年金連合会へ通算企業年金の原資として移換する。

３を選択した場合は、下記にご連絡先をご記入ください。

郵便
番号

電
話 （　　　　　　）住

　　
　　
　
所

(フリガナ)

(漢　　字)

個人型確定拠出年金(個人型DC)の加入者となって国民年金基金連合会へ
移換する。

就職先の企業が実施している企業型確定拠出年金(企業型DC)へ移換する。

就職先の企業が実施している確定給付企業年金(DB)へ移換する。(そのDB
の規約において、当基金から移換を受けることができると規定されている場合
に限ります。)

【特記事項】
○上記１を選択した場合は、『脱退一時金裁定請求書』を当基金へご提出ください。

○上記３を選択した場合は、本選択書を「移換申出書」として当基金へご提出ください。

○上記４. ５を選択した場合は、就職先から移換先年金制度の「移換申出書」を取り寄せて当基金へ

提出日 年　　　　　月　　　　　日

氏名（漢字）を申請者自らが署名する場合には押印の必要はありません。

印

昭和

平成 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日
男 ・ 女

申
請
者

氏
　
　
名

生
年
月
日

性
別

ご提出ください。

１

３

４

５

６

選択
(該当に○)

事業所控

基金用

ＳＩＬ用

○上記６を選択した場合は、運営管理機関から「移換申出書」を取り寄せて当基金へご提出ください。

基金記入欄

事業所番号 加入者番号 資格喪失日 喪失事由 受付

基
金
使
用
欄

理事長 常務理事 事務長 担当

○上記２を選択した場合は、『脱退一時金繰下げ申出書』を当基金へご提出ください。

２ 脱退一時金の支給を、休職等が終了するまでの間、繰下げる。

令和

喪失届処理済 喪失届送付予定日



福祉はぐくみ企業年金基金 脱退一時金 繰下げ申出書

事
業
所
名

提
出
日 年　　 　月　 　　日

(フリガナ)

印
氏
　
　
名

姓(漢字) 名(漢字)

申
　
出
　
者

氏名（漢字）を申出者自らが署名する場合には押印の必要はありません。

生
年
月
日

昭和 性
別 男 ・ 女

平成 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

郵便
番号

電
話 （　　　 　　 　　　）住

　　
　　
　
所

(フリガナ)

(漢　　字)

・支給の繰下げは、休職等が終了する日の翌日または最長70歳の誕生日の前日までとなります。

基金記入欄

事業所番号 加入者番号 資格喪失日 喪失事由 受付

事業所控

基金用

ＳＩＬ用

基
金
使
用
欄

理事長 常務理事 事務長 担当

令和



福祉はぐくみ企業年金基金 脱退一時金 裁定請求書

事
業
所
名

提
出
日 年　　 　月　 　　日

(フリガナ)

印
氏
　
　
名

姓(漢字) 名(漢字)

請
　
求
　
者

氏名（漢字）を請求者自らが署名する場合には押印の必要はありません。

生
年
月
日

昭和 性
別 男 ・ 女

平成 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

郵便
番号

電
話 （　　　　　　　　　）住

　　
　　
　　
所

(フリガナ)

(漢　　字)

(フリガナ) (フリガナ)
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
以
外
の
金
融
機
関

銀　　行銀
行
口
座

店
　
名

信用金庫
支　店

労働金庫

出張所

信用組合

農　　協受
　
取
　
方
　
法

口
座
種
類

口座
番号

普通
当座・

総合

振
　
込
　
先

(右づめ)

1 0
番
号

ゆうちょ
銀行

記
号

(右づめ)

(フリガナ)
口
座
名
義

(漢　　字)

・
退職金「あり」の場合にはその退職金の「退職
所得の源泉徴収票」の写しをご提出ください。あり なし退職金の有無

加入者証
紛失

　(紛失の場合、上記「加入者証紛失」の□に✔を入れてください。)
・運転免許証の両面の写し、住民票または戸籍抄本（原本、記入日より３ヶ月以内）のいずれか

・「退職所得の受給に関する申告書／退職所得申告書」

・「退職所得の源泉徴収票」の写し（会社や中退共や他の制度から退職金「あり」の場合）

基金記入欄

事業所番号 加入者番号 資格喪失日 喪失事由 受付

(退職金の有無に係わらず退職に基因して受ける一時金請求の場合に必要です。)

添付
書類

・福祉はぐくみ企業年金基金加入者証

事業所控

基金用

ＳＩＬ用

基
金
使
用
欄

理事長 常務理事 事務長 担当

令和

・振込先金融機関の通帳の写し(銀行名、店名、口座番号、口座名義が確認できるもののコピー)



記入例「退職所得の受給に関する申告書 退職所得申告書

1

住民票に基づく退職者の住所

退職者氏名

230   4      1
1 7    311   7  31

25    4     1

1    7   31

25    4       1
1    7     31 7

1    7  31 2,000,000 0        0         0 1   8 1 B欄④で記載した支払
者の所在地、名称

シャチハタ印、欠印不可

現住所と同じなら「同上」

退職した年を記入

退職日を記入
基金加入日（１日）～退職日

1年未満の端数は切り上げ

A欄とB欄の勤続期間
で長い方を記入

本年度中に基金よりも先順位で支払う（予定）退職手当等に
関する欄です。
（中退共、社内退職金、福祉医療機構退職手当共済等）

他の退職手当等に係る退職所得の「退職所得の源泉徴収票の
写し」を必ず添付のうえ、B欄・E欄に記入

※C欄（退職した年の前年以前４年内）に該当する場合、その勤続期間およびE欄の「C」にも記入してください。

※訂正をおこなう場合は、必ず二重線を引き、訂正印を押してください。

本
人
記
入

法
人
記
入

※略称可



退
職
手
当
の
支
払
者
の

年 月日
税務署長
市町村長殿

I 

所 在 地
（（主所 ）

年分
退職所得の受給に関する申告書

申退 職 所 得 告 書

吟迎惣令． ヽ， ヽ‘’ ヽ

＇ ． 

＇

、

＇， ‘、,• 
------

〒

名 称
（ 氏 名）

あ
な
た
の

現住 所

氏 名 {i) 

個人番号
I I I I I I I I I I I 

松 人 芥 り

（馴人吊け）

※!',l//1を受けた込戯T・＇りの 1払行が出舷してください。

I L l I I I I I I I LJ

その年1月1
日現在の住所

このA欄には全ての人が 、 記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受け たことがない場合には、 下のB以下の各欄
には記載する必要がありません。）

自年 月日
① 退職手当等の支払を受けること

Al となった年月H 年 月

② 
退職の区分等 l一般

障害 ［
生活

の有
・

扶助

年

無

③ この申告書の提出先から

日 II
受ける退職手当等について
0)勧続紺11m 至 年 月 1巴l三一塁悶 �Jl�
I I うち 11· 自年月日I年

爪複勤統Iりflltl 熊全 年 月日

④ 本年中に支払を受けた他の
Bl 退職手当等についての勤続期

間

I うち特定f五｀｀五期同］打
．息

あなたが本年中に他にも 退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このB欄に記載してください。• �!fi三叫一月
自

至

年

年

月

自
示

年
年
月
月

日

日

ー
日

H

月
t F 

日
日＿
H
日
日
日

年

年

年・

l

-

⑥ 前年以前4年内（その年に『飯
Cl 拠出年金法に基づく老齢給付金と

して 支給される一時金の支払を受
ける場合には、14年内の退戦判至
当等についての勤続期間

あなたが前年以前4年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内）に退
職手当等の支払を受けたことがある場合には、このC欄に記載してください。

③又は⑤の勤続期間のうち、⑥の勤続期間と重複して
いる期間
(3j

―

うち特定役員等勤続
期間との童複勤続期間

自年 月日

年 月 日

自年

年

年
年

至

自
至有

無

月日 年

月

月
月

日

日―1�
日

A又はBの退11設手当等についての勤続期HUのうちに，前に女払を受けた退l似手叫等についての勤続訓/IJの全部又は部が通窮
されている場合には、その通算された勤続!Ull1-IJ等について、このD欄に記敗してください。

(ID Aの退職手当等について
自年 月日 年⑩ ち ®又は＠の勁続jり111-\Iのう 自年月日の勤続期間（③）に通算され ヽ⑧又は⑨の勤続期間だけ

た前の退職手当等について至年月日 からなる部分の期間 至年月日

D 

の

I

特勤う定続ち役U
J
II員II等勤続

JUHi.ti 1 無イ4
白 年月日 年

屑， 特定ヤ:,役員守勤続lりllfllI— 無有 自 年月
.,-

日 年
'TT 年 H 11 至 年 月日

⑨ Bの退職手当等について
自年月日 年 Qj) 自年月日 年

の勤続期間（④）に通算され ⑦と⑩の通算期間
た前の退職手当等について至年 月日 至 年月 H の

｀
軍

贔塑jl/11

員等勤続期間I無石
自年 月日 i� j◎ うち 自年月日 年

至年 月日 ④と＠の通算期間 至年月日

B又はCの退職手当等がある場合には、このE欄にも記載してください。

区
退職手当等の支

収入金額
源 泉 特別徴 収 税 額 支 払 を 退職

支 払者の所在地
分

払を受けること
（円）

徴収税額 市町村民税道府県民税 受 け た の
（住所）• 名称（氏名）

となった年月日 （円） （円） （円） 年月 日 区分

E 一般
一般

B 障害
特定 一般
役員 障害

C 
一般

． 

障宰

（注意） 1 この申告書は、退職手当等の 支払を受ける際に 支払者に 提出してください。提出しない場合は、所得税及び復興特別所
得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42%に相当する金額となります。また、市町村民税及び道府県民税につい
ては、延滞金を徴収される ことがあります。

2 Rの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に
添付してください。

3 支払を受けた退職手当等の金額の計算の基礎となった勤続期間に特定役員等勤続期間が含まれる場合は、 その旨並びに
特定役員等勤続期間、年数及び収入金額等を所定の欄に記載してください。

27.06改正

（
規
格
A
4)

1 6 2 - 0 8 0 8

東 京 都 新 宿 区 天 神 町  8

福 祉 は ぐ く み 企 業 年 金 基 金

2  7  0  0  1  5  0   0  9  0  4  3  8



申 告 書 の 書 き 方

l 「①」欄には、 退職年月日（会社の役員等の退職手当等で、 株主総会等の決議を要するものは、 その決議により支払を

受ける金額が貝体的に定められた年月日）を記載しますC

2 「②」欄には、 在職中に障害者となったことに直接基因して退職した人は、「障害」を0で囲み、（ ）内に障害の状態、

身体障害者手帳等の交付年月日等を記載します。 その他の人は 「 一般」を0で囲みます。 また、 その年1月1日現在で生

活保護法による生活扶助を受けている人は、 生活扶助0) 「有」を、 その他の人は r無」を0で囲みます。

3 「③」襴には 、 この申告蓄を提出して今回支払を受ける退職手当等についての勤続期間とその年数(1年未満の端数は切

上げ）を記載します。

この場合、 勤続期間は、 原則としてその支払者のもとで引き続き勤務した期間（その支払者から前に退職手当等の支払

を受けている場合には、前の退職手当等の計算の基礎となった勤続期間(})末日以前の期間を除きますu)によりますりただ

し 、 次の期間 がある場合には 、 その期間を加えた期間によりますu

(1) その支払者から受けた前の退職手当等の計算の基礎となった勤続期間で 、今回(})退職手当等の計算の基礎となる勤続

期間に通算された期間

(2) 一時他に勤務していたなどのため、その支払者のもとでの勤務が中断した人(})、 その中断前に引き続き勤務した期間

（一時他に勤務することとなった際に 、 その支払者から退職手当等を受けなかった場合に限ります＿）

(3) 他に勤務していた期間（その支払者のもとで勤務しなかった期間に限ります0 )で、 今回の退職手当等の計算の基礎

となる期間に通算された期間

また、 「③」欄0)内書には 、 上記の勤続期間のうち、 特定役員退職手当等 （＊） に係る勤続期間（以下 「特定役員等勤

続期間」といいます。）の有無、 有の場合は 、 その勤続期間及びその年数(1年未涸(})端数切上げ）を記載します。

さらに、 内書として 、 この特定役員等勤続期間と一般退職手当等に係る勤続期間（以下「一般勤続期間」といいま

すり ）の軍複の有無、 有の場合は、 その重複期間及びその年数(1年未満(})端数切上げ）を記載しますu

※1 特定役員退職手当等とは、 役員等としての勤続年数（以下「役員等勤続年数」といいます＿）が5年以下である人が支払を受ける退
職手当等のうち 、 その役員等勤続年数に対応する退職手当等として支払を受けるも(})をいいますリ

2 役員等とは次に掲げる人をいいます

イ 法人税法第 2 条第 15 号に規定する役員
ロ 国会議員及び地方公共団体の議会の議員
ノ、 国家公務員及び地方公務員

4 「④」欄には、本年中に支払を受けた他の退職手当等についての勤続期間を上記:3 (})方法で計算して記載します。 また、

内書は、 上記 3(3) 「③」欄の内書に倣い記載しますC

5 「 ⑤」襴には、 「③」欄と 「④」欄0)勤続期間について 、 軍複する部分は二重に計算しないように通算した勤続期間とそ

の年数 (1 年未満の端数切上げ）を記載します。 また、 内書は、 上記 3 (3) r③」欄(})内書に倣い記載します。

6 「⑥」襴には 、 前年以前4年内（その年に確定拠出年金法に某づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける

場合には、 14年内）に支払を受けた退職手当等（以下 「4年内の退職手当等」といいます． ）がある場合に 、 その4年内の

退職手当等についての勤続期間を記載します。

ただし 、 4年内の退職手当等の収入金額がその退職手当等について(})退職所得控除額に満たなかったときは 、 その4年

内の退職手当等の収入金額に応し、 その4年内の退職手当等についての勤続期間の初日から次表の算式によって計算した

数 （三旦百喜三〗る年数カロ！三言口'°7 「⑦」襴には、 「③」欄又は 「 ⑤」欄0)勤続期間のうち 、 「⑥」欄(})勤続期間と重複している期間を記載します。 また、 「O

」欄には 、 この重複している期間のうち、 「③」欄又は「⑤」欄の特定役員等勤続期間と重複する期間の有無、 有の場合は、

その軍複勤続期間及びその年数(1年未満の端数切捨て）を記載しますJ

8 「⑧」欄又は 「⑨」欄には、 「③」襴又は 「④」欄0)勤続期間のうち 、 その勤続期間に通算された、 前の退職手当等につ

いての勤続期間（上記 3 の(1)又は(3) の期間 ((3) の期間については、そのH也」の勤務先から前に退職手当等の支払を受

けている場合に限りまず））とその年数(1年未満の端数切捨て）を記載します， また、 内書には、その勤続期間のうち、

特定役員等勤続期間の有無、有の場合は、その特定役員等勤続期間及びその年数(1年未満0)端数切捨て）を記載します。

9 「⑩」欄には、 「③」欄又は 「⑤」濶の勤続期間のうち、「⑧」欄又はr⑨」濶0)勤続期間だけからなる部分の期間とその

年数(1年未満の端数切捨て）を記載します。 また 、 「 @J欄には 、 その勤続期間(})うち、 特定役員等勤続期間の有無、

有の場合は 、 その特定役員等勤続期間及びその年数(1年未満0)端数切捨て）を記載します。

10 「⑪」欄には、「⑦」襴と 「⑩」欄の勤続期間について 、 重複する部分は二重に計算しないように通算した勤続期間とそ

の年数(1年未満0)端数切捨て）を記載します。 また 「◎」欄には、 「O」欄と 「＠」欄0)勤続期間について、 重複する

部分は二重に計算しないように通算した勤続期間とその年数(1年未満(})端数切捨て）を記載します。


